
アンケート調査結果（前回・今回）比較資料 

 

１. 各調査の実施について 

 

（１）当事者（18 歳以上・18 歳未満）アンケート調査について 

前回：令和２年１月６日から令和２年１月 20 日まで実施 

今回：令和７年 12 月 12 日から令和８年１月９日まで実施 

 

（２）障害福祉サービス事業者、支援機関、当事者団体アンケート調査について 

前回：令和５年３月 24日から令和５年４月 24日まで実施 

今回：令和７年 12 月 12 日から令和８年１月 30日まで実施 

 

２．課題の抽出根拠データについて 

今回の調査結果と前回のデータを比較し、現状の状況把握と課題の抽出をいたしました。 

参考データ① 

課題「学校や街中での視線を感じている当事者が多く、障害理解促進の取組がより一層必要」 

【事業所等 差別や偏見を感じる場面】 
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0 20 40 60 80 100

仕事や収入

教育の場

冠婚葬祭

スポーツ・趣味の活動

地区の行事・集まり

街中等での周囲の視線

店等での応対・態度

交通機関の利用

その他

差別・偏見を感じることはない

不明・無回答

今回調査（n=51）

前回調査（n=49）

(3LA%)
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【18 歳以上 差別・偏見を感じたことの有無／差別や偏見を感じた場面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【18 歳未満 差別・偏見を感じたことの有無／差別や偏見を感じた場面】 
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今回調査
（n=755）

前回調査
（n=556）

全
体
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34.4

10.9

6.8

10.4

23.1

49.3

28.5

28.5

8.6

0.9

30.6

12.8

53.4

11.0

10.5

26.5

39.3

11.4

23.7

5.9

3.2

0 20 40 60 80 100

仕事や収入

教育の場

人間関係

※今回調査選択肢無し

冠婚葬祭

スポーツ・趣味の活動

地区の行事・集まり

街中などでの周囲の視線

店頭での応対・態度

交通機関の利用

その他

無回答・不明

今回調査（n=221）

前回調査（n=219）

(MA%)

56.1

18.4

15.8

45.6

55.3

22.8

27.2

6.1

0.9

19.8

28.4

6.0

11.2

33.6

33.6

2.6

10.3

52.6

0 20 40 60 80 100

仕事や収入

※今回調査選択肢無し

教育の場

冠婚葬祭

スポーツ・趣味の活動

地区の行事・集まり

街中などでの周囲の視線

店頭での応対・態度

交通機関の利用

人間関係

※今回調査選択肢無し

その他

無回答

今回調査（n=114）

前回調査（n=116）

(MA%)

 

 



参考データ② 

課題「希望する人に相談支援専門員によるケアプランが提供できるよう相談支援体制の充実を図

る必要がある」 

【事業所等 障害のある人の相談支援の充実のために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72.5

66.7

13.7

39.2

27.5

23.5

19.6

11.8

0.0

61.2

69.4

22.4

26.5

42.9

6.1

40.8

12.2

2

0 20 40 60 80 100

計画相談の充実（セルフプラン率の減少）

計画相談員の質の向上

電話・ファクス・電子メール等で相談できる

相談員から定期的に困りごとがないか連絡をもらえる

障害のある人やその家族等同じ立場の人に相談できる

相談員が自宅を訪問して相談できる

基幹相談支援センター（守山・栗東障害者相談支援

センター（みらいく）における計画相談員への支援

その他

不明・無回答

今回調査（n=51）

前回調査（n=49）

(3LA%)

 



参考データ③ 

課題「障害のある人の雇用に対する事業所の理解促進と就労環境の拡充不足」 

【18 歳以上 将来の働き方の希望／障害のある人の就労に必要な支援】 

 

 

 

 

【事業所等 障害のある人が働くために必要な支援】 

 

 

37.9

32.7

20.1

20.1

18.1

16.8

16.7

13.1

12.8

12.1

5.4

4.5

2.1

6.1

14.2

0 20 40 60

仕事探しから就労までの総合的な相談支援

障害の特性にあった職業・雇用の拡大

生活リズムや体調管理などの日常生活に関する支援

事業主・従業員の障害理解

短時間勤務や在宅勤務などの柔軟な勤務体制

自分自身の心理的な要因（不安・消極的など）の解消

働くための知識・能力を身につける職業訓練

求人情報の提供や仕事を見つけるための支援

障害理解を促進するための職場への働きかけ

職場を理解するための就労体験

職場環境のバリアフリー化

ジョブコーチなど職場に定着するための支援

通勤経路のバリアフリー化

その他

無回答
今回調査（n=755）

(3LA%)

54.9

13.7

21.6

3.9

68.6

23.5

9.8

39.2

13.7

19.6

25.5

3.9

0.0

59.2

14.3

10.2

10.2

73.5

32.7

2.0

40.8

16.3

6.1

32.7

6.1

0.0

0 20 40 60 80 100

仕事探しから就労までの総合的な相談支援

働くための知識・能力を身につける職業訓練

職場を理解するための就労体験

求人情報の提供等や仕事を見つけるための支援

障害の特性にあった職業・雇用の拡大

短時間勤務や在宅勤務等の柔軟な勤務体制

通勤経路のバリアフリー化

障害理解を促進するための職場への働きかけ

ジョブコーチ等職場に定着するための支援

職場環境のバリアフリー化

生活リズムや体調管理等の日常生活に関する支援

その他

特にない

今回調査（n=51）

前回調査（n=49）

(3LA%)

12.3

11.0

3.7

3.3

8.6

0.3

4.8

25.7

9.8

3.4

11.3

5.8

0 20 40 60 80 100

正社員

正社員以外（アルバイト、パート、

契約社員、派遣社員、日雇いなど）

自営業

就労継続支援Ａ型事業所

就労継続支援Ｂ型事業所

就労移行支援事業所

家事などをしたい

病気や高齢、体力的な問題などのため働けない

働きたくない

その他

わからない

無回答
今回調査（n=755）
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参考データ④ 

課題「個々の特性・ニーズに応じた支援体制の拡充が必要」 

【18 歳未満 障害のある子どもへの必要な支援】 

 

【事業所等 障害のある子どもへの必要な支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.3

43.6

39.3

29.9

27.8

26.1

17.5

15.8

15.4

10.3

8.5

2.6

0.9

1.7

0 20 40 60 80 100

特別支援学級や特別支援学校の充実

放課後等デイサービスなどの、小学校就学以降の

障害のある子どもの居場所づくりの強化

障害の早期発見・早期支援を行える支援体制の整備

就職（一般就労）のための

相談や訓練ができる体制の整備

適切な処置や医療を継続的に

受けることができる体制の整備

障害を早期発見・早期治療できる医療提供体制の整備

乳幼児期の子どもに対する発達支援体制の準備

就学相談などができる相談体制の強化

周囲の子どもに対する障害への理解促進

多様な人々とふれあうことができる機会の充実

インクルーシブ教育の推進

その他

特にない

無回答

今回調査

（n=234）

(3LA%)

17.6

64.7

25.5

11.8

29.4

29.4

33.3

19.6

25.5

9.8

31.4

9.8

0.0

22.4

63.3

22.4

24.5

20.4

22.4

26.5

18.4

4.1

24.5

26.5

8.2

2.0

0 20 40 60 80 100

障害を早期発見・早期治療

できる医療提供体制の整備

障害の早期発見・早期支援を

行える支援体制の整備

適切な処置や医療を継続的に

受けることができる体制の整備

乳幼児期の子どもに対する

発達支援体制の準備

子どもの居場所づくりの強化

特別支援学級や特別支援学校の充実

インクルーシブ教育の推進

就学相談等ができる相談体制の強化

就職（一般就労）のための相談や

訓練ができる体制の整備

多様な人々と

触れ合うことができる機会の充実

周囲の子どもに対する障害への理解促進

その他

特にない

不明・無回答

今回調査（n=51）

前回調査（n=49）

(3LA%)

 

 



参考データ⑤ 

課題「災害時等の避難に対する具体的な不安に対応した支援策の不足」 

【18 歳以上 火事や地震の避難の際に心配なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【18 歳未満 火事や地震の避難の際に心配なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.6

18.4

17.1

16.7

13.2

9.4

1.7

12.8

35.9

2.1

32.0

16.5

41.2

32.5

14.9

1.5

14.9

14.4

0 20 40 60

自宅避難を予定しているが、必要な物資や支援を

受けられるかわからない※前回選択肢なし

災害時の情報入手・連絡の手段がない

近所の人に介助をお願いできない

災害時の緊急の連絡方法・連絡先がわからない

避難所がどこにあるかわからない

避難所まで行けない

（坂や階段がある、避難所が遠い）

普段、介助している人が

高齢・病弱などで緊急時の介助ができない

その他

特にない

無回答

今回調査

（n=234）

前回調査

（n=194）

(3LA%)

43.0

25.4

22.9

20.0

17.0

10.1

10.1

8.2

24.9

4.9

24.5

21.9

22.7

25.0

12.1

13.3

17.3

21.8

0 20 40 60

自宅避難を予定しているが、必要な物資や支援を受けら

れるかわからない ※前回調査選択肢無し

災害時の緊急の連絡方法・連絡先がわからない

災害時の情報入手・連絡の手段がない

避難所まで行けない（坂や階段がある、避難所が遠い）

避難所がどこにあるかわからない

普段介助している人が高齢・病弱など

であるため、緊急時に介助をしてもらえない

近所の人に介助をお願いできない

その他

特にない

※前回調査選択肢無し

無回答

今回調査

（n=755）

前回調査

（n=556）

(3LA%)

 

 



【18 歳以上 災害時に支援して欲しいこと】 

 

 

【18 歳未満 災害時に支援して欲しいこと】 

40.4

30.2

28.5

23.0

20.7

19.9

17.6

16.8

13.1

10.1

2.4

10.9

5.8

0 20 40 60 80 100

適切な医療的ケア（投薬・治療）を

受けられる体制

自力で避難ができない人の避難支援

避難後（自宅避難含む）の、

被害状況や支援物資などに関する情報

避難所における物理支援

避難所における周囲の人々の

障害のある人への理解促進

避難所における精神的配慮

適切な介護を受けられる体制

災害発生時の情報提供体制

周囲の人とのコミュニケーション支援

補装具や日常生活用具を入手できる体制

その他

特にない

無回答

今回調査

（n=755）

(3LA%)

44.4

32.5

29.1

28.6

27.4

26.1

19.7

15.0

10.3

8.1

1.3

7.3

2.6

0 20 40 60 80 100

避難所における精神的配慮

避難所における周囲の人々の

障害のある人への理解促進

避難後の、被害状況や支援物資などに

関する情報提供体制

自力で避難ができない人の避難支援

適切な医療的ケアを受けられる体制

避難所における物理支援

周囲の人とのコミュニケーション支援

災害発生時の情報提供体制

適切な介護を受けられる体制

補装具や日常生活用具を入手できる体制

その他

特にない

無回答

今回調査

（n=234）

(3LA%)

 

 


